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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　三次元物品をプリントする方法において、
　重合性材料と、
　ウレタン結合を通じてエチレン性不飽和部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性
ワックスと、
を含み、
　前記反応性ワックスが、そのアルキル鎖に２～１８の炭素原子を有するイソシアナート
アルキル（メタ）アクリレートと、そのアルキル鎖に４～３６の炭素原子を有する脂肪族
アルコールとの反応生成物を含む、
インクからなる流体インクの層を選択的に堆積させて、基体上に前記三次元物品を形成す
る工程、
を有してなる方法。
【請求項２】
　三次元物品をプリントする方法において、
　重合性材料と、
　ウレタン結合を通じてエチレン性不飽和部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性
ワックスと、
を含み、
　前記反応性ワックスが、式（ＩＩ）：
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【化１】

の化学種を含み、式中、ｘは０から３４の整数であり、ｙは１から１７の整数であり、Ｒ
はＨまたはＣＨ3である、
インクからなる流体インクの層を選択的に堆積させて、基体上に前記三次元物品を形成す
る工程、
を有してなる方法。
【請求項３】
　三次元物品をプリントする方法において、
　重合性材料と、
　尿素結合を通じてエチレン性不飽和部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性ワッ
クスと、
を含み、
　前記反応性ワックスが、式（ＩＩＩ）：

【化２】

の化学種を含み、式中、ｘは０から３４の整数であり、ｙは１から１７の整数であり、Ｒ
はＨまたはＣＨ3である、
インクからなる流体インクの層を選択的に堆積させて、基体上に前記三次元物品を形成す
る工程、
を有してなる方法。
【請求項４】
　前記反応性ワックスが、５０℃と８０℃の間を中心とする融点範囲を示す、請求項１～
３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記重合性材料が（メタ）アクリレートの１種類以上の種を含む、請求項１～３のいず
れか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記重合性材料がＵＶ硬化性である、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記インクが、光開始剤、抑制剤、安定剤、増感剤、およびそれらの組合せからなる群
より選択される添加剤を１種類以上さらに含む、請求項１～３のいずれか一項に記載の方
法。
【請求項８】
　前記インクが、２５℃と５５℃の間で相変化を示す、請求項１～３のいずれか一項に記
載の方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクに関し、特に、三次元（３Ｄ）プリントシステムに使用するためのイ
ンクに関する。
【背景技術】
【０００２】
　サウスカロライナ州、ロックヒル所在の３Ｄ　Ｓｙｓｔｅｍｓ社製のＰｒｏＪｅｔ（商
標）３Ｄ　Ｐｒｉｎｔｅｒなどの市販の三次元プリンターには、様々な三次元物体または
部品を形成するために液体としてプリントヘッドを通じて吐出されるインク（構築材料と
しても知られている）が使用される。他の三次元プリントシステムでも、プリントヘッド
を通じて吐出されるインクが使用される。ある場合には、インクは、周囲温度で固体であ
り、上昇した吐出温度で液体に転化する。他の例では、インクは周囲温度で液体である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　場合によっては、プリントされた部品のプリント後加工により、部品の外観が変わり得
る。特に、プリントされた部品の加熱および／または水への曝露により、部品の表面に白
色の外観または白色残留物が生じ得る。時間の経過によっても、プリントされた部品に白
色の外観または表面残留物が生じ得る。ある用途には、プリントされた部品のそのような
残留物または白色の外観は望ましくない。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　１つの態様において、３Ｄプリンターに使用するためのインクがここに記載されており
、そのインクは、いくつかの実施の形態において、従来のインクを上回る利点を１つ以上
提供するであろう。いくつかの実施の形態において、例えば、ここに記載されたインクは
、色安定性を示し、それによって、時間の経過により、またはプリント後加工の結果とし
て、白色の外観を生じない完成部品を提供する。その上、いくつかの実施の形態において
、ここに記載されたインクは、硬化されたときに、高い強度と靭性を示し、それによって
、様々な工学用途において有用な完成部品を提供する。
【０００５】
　ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、重合性材料と、ウレタン
、尿素、エステル、または炭酸エステル結合を通じてエチレン性不飽和部分と結合した飽
和アルキル部分を含む反応性ワックスとを含み、非反応性ワックスを含まないまたは実質
的に含まない。この重合性材料および反応性ワックスは、同じ材料ではなく、それどころ
か、インクの別個の成分である。いくつかの実施の形態において、ここに記載されたイン
クの重合性材料は、ＵＶ重合性または硬化性である。いくつかの実施の形態において、重
合性材料は、（メタ）アクリレートの１種類以上の種を含む。その上、いくつかの実施の
形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスの結合は、ウレタンまたは尿素
結合を含む。さらに、いくつかの実施の形態において、反応性ワックスのエチレン性不飽
和部分は、アルキル（メタ）アクリレート部分を含む。さらに、いくつかの実施の形態に
おいて、ここに記載されたインクは、インクの表面の迅速硬化を促進するおよび／または
不粘着の完成部品の製造を促進する添加剤をさらに含む。いくつかの実施の形態において
、ここに記載されたインクは、光開始剤、抑制剤、安定剤、増感剤、およびそれらの組合
せからなる群より選択される添加剤を１種類以上さらに含む。
【０００６】
　その上、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、約５０℃と約８
０℃の間で相変化を示す。さらに、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたイ
ンクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定した場合、約１３００か
ら約２８００ＭＰａの引張弾性率を示す。いくつかの実施の形態において、インクは、硬
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化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定した場合、約５％から約４０％の破
断伸びを示す。さらに、いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに、Ａ
ＳＴＭ　Ｄ６４８にしたがって測定した場合、約５０℃から約１２０℃に及ぶ熱撓み温度
を示す。
【０００７】
　別の態様において、組成物がここに記載されている。いくつかの実施の形態において、
組成物は、インクからなる三次元プリント物品を構成し、そのインクは、重合性材料と、
ウレタン、尿素、エステル、または炭酸エステル結合を通じてエチレン性不飽和アルキル
部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性ワックスとを含み、このインクは、非反応
性ワックスを含まないまたは実質的に含まない。このインクの重合性材料および反応性ワ
ックスは、同じ材料ではなく、それどころか、インクの別個の成分である。
【０００８】
　別の態様において、三次元物品をプリントする方法がここに記載されている。いくつか
の実施の形態において、三次元物品をプリントする方法は、流体インクであって、重合性
材料と、ウレタン、尿素、エステル、または炭酸エステル結合を通じてエチレン性不飽和
アルキル部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性ワックスとを含み、非反応性ワッ
クスを含まないまたは実質的に含まない流体インクの層を選択的に堆積させて、基体上に
三次元物品を形成する工程を有してなる。このインクの重合性材料および反応性ワックス
は、同じ材料ではなく、それどころか、インクの別個の成分である。いくつかの実施の形
態において、インクは、堆積の際に相変化を示す。さらに、いくつかの実施の形態におい
て、この方法は、インクの層の少なくとも一層を、水溶性または水分散性支持材料を含む
支持材料で支持する工程をさらに含む。
【０００９】
　これらと他の実施の形態が、以下の詳細な説明においてより詳しく記載されている。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　ここに記載された実施の形態は、以下の詳細な説明および実施例を参照することによっ
て、より容易に理解できる。しかしながら、ここに記載された要素、装置および方法は、
その詳細な説明および実施例に提示された具体的な実施の形態に制限されない。これらの
実施の形態は、本発明の原理の単なる実例であることを認識すべきである。本発明の精神
および範囲から逸脱せずに、数多くの改変および適用が当業者にとって容易に明白となる
であろう。
【００１１】
　その上、ここに記載された全ての範囲は、その中に含まれる任意の部分的な範囲と全て
の部分的な範囲を包含することを理解すべきである。例えば、「１．０から１０．０」の
規定された範囲は、１．０以上の最小値で始まり、１０．０以下の最大値で終わる任意の
部分的な範囲と全ての部分的な範囲、例えば、１．０から５．３、または４．７から１０
．０、または３．６から７．９を含むと考えるべきである。
【００１２】
　「三次元プリントシステム」、「三次元プリンター」、「プリント」などの用語は、概
して、選択的堆積、吐出、溶融堆積モデリング、マルチジェット・モデリング、および三
次元物体を製造するために構築材料またはインクを使用する、現在当該技術分野で公知の
または将来知られるであろう他の技法によって、三次元物体を製造するための様々な固体
自由形状製造技法を記述するものである。
【００１３】
　Ｉ．　３Ｄプリントシステムに使用するためのインク
　１つの態様において、３Ｄプリントシステムに使用するためのインクがここに記載され
ている。ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、従来のインクを上
回る利点を１つ以上提供するであろう。いくつかの実施の形態において、例えば、ここに
記載されたインクは、色安定性を示し、それによって、時間の経過により、またはプリン
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ト後加工の結果として、白色の外観を生じない完成部品を提供する。理論により拘束する
ことを意図するものではないが、白色の外観は、ある場合には、プリントされた部品のワ
ックス成分の、その部品の表面への移行により生じ得ると考えられる。重ねて、理論によ
り拘束することを意図するものではないが、時間の経過またはプリント後加工により、従
来のインクから形成されたプリント部品において、そのようなワックスの移行が生じ得る
と考えられる。ある場合には、特に、従来のインクが使用された場合、プリントされた部
品の温水への曝露により、部品表面へのワックス成分の移行が増加することがある。しか
しながら、いくつかの実施の形態において、そのような色の不安定性を示さない３Ｄプリ
ント部品を提供するために、ここに記載されたインクを使用することができる。その上、
いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、他の利点を１つ以上提供で
きる。いくつかの実施の形態において、例えば、ここに記載されたインクは、硬化したと
きに、高い強度および／または耐熱性を示し、それによって、様々な工学用途において有
用な完成部品を提供する。
【００１４】
　いくつかの実施の形態において、３Ｄプリントシステムに使用するためのインクは、重
合性材料と、ウレタン、尿素、エステル、または炭酸エステル結合を通じてエチレン性不
飽和部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性ワックスとを含み、非反応性ワックス
を含まないまたは実質的に含まない。この重合性材料および反応性ワックスは、同じ材料
ではなく、それどころか、インクの別個の成分である。さらに、いくつかの実施の形態に
おいて、ここに記載されたインクは、インクの表面の迅速硬化を促進するおよび／または
不粘着の完成部品の製造を促進する添加剤をさらに含む。いくつかの実施の形態において
、ここに記載されたインクは、光開始剤、抑制剤、安定剤、増感剤、およびそれらの組合
せからなる群より選択される添加剤を１種類以上さらに含む。
【００１５】
　ここに記載されたインクは、重合性材料を含む。いくつかの実施の形態において、イン
クは、複数の重合性材料を含む。本発明の目的に矛盾しないどのような重合性材料または
重合性材料の組合せを使用してもよい。いくつかの実施の形態において、重合性材料は、
重合反応などにおいて、別の単量体化学種の同じまたは異なる官能基または部分と反応し
て、１つ以上の共有結合を形成できる官能基または部分を１つ以上有する化学種などの、
単量体化学種を含む。重合反応は、いくつかの実施の形態において、エチレン性不飽和の
地点を含む不飽和の地点の間のものなどの、フリーラジカル重合を含む。いくつかの実施
の形態において、重合性材料は、ビニル基またはアリル基などの、エチレン性不飽和部分
を少なくとも１つ含む。いくつかの実施の形態において、重合性材料は、ここに記載され
た不飽和の１つ以上の地点などを通じて、追加の重合を経験できるオリゴマー化学種を含
む。いくつかの実施の形態において、重合性成分は、ここに記載された、１つ以上の単量
体化学種および１つ以上のオリゴマー化学種を含む。ここに記載された単量体化学種およ
び／またはオリゴマー化学種は、１つの重合性部分または複数の重合性部分を有し得る。
【００１６】
　いくつかの実施の形態において、重合性材料は、１つ以上の光重合性化学種を含む。光
重合性化学種は、いくつかの実施の形態において、紫外線（ＵＶ）重合性化学種を含む。
いくつかの実施の形態において、重合性材料は、約３００ｎｍから約４００ｎｍに及ぶ波
長で光重合性または光硬化性である。あるいは、いくつかの実施の形態において、重合性
材料は、電磁スペクトルの可視波長で光重合性である。
【００１７】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載された重合性材料は、（メタ）アクリレー
トの１種類以上の種を含む。ここに用いたように、「（メタ）アクリレート」という用語
は、アクリレートまたはメタクリレートもしくはそれらの混合物または組合せを含む。い
くつかの実施の形態において、重合性材料は、ウレタン（メタ）アクリレート樹脂を含む
。いくつかの実施の形態において、ＵＶ重合性または硬化性ウレタン（メタ）アクリレー
ト樹脂は、メタクリレートまたはアクリレート樹脂であって、フリーラジカル光開始剤の
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存在下で重合する、吐出温度で曝露状態において少なくとも１週間および密閉状態で少な
くとも４週間に亘り熱的に安定である、および／または吐出温度よりも高い沸点を有する
、どのようなメタクリレートまたはアクリレート樹脂を含んでも差し支えない。いくつか
の実施の形態において、重合性材料は、吐出温度より高い引火温度を有する。ここでの参
照目的のために、熱安定性材料は、所定の期間（例えば、４週間）の始めと終わりで所定
の温度（例えば、８５℃の吐出温度）で測定した場合、その所定の期間に亘り約３５パー
セント以下しか粘度変化を示さない。いくつかの実施の形態において、粘度変化は、約３
０パーセント以下または約２０パーセント以下である。いくつかの実施の形態において、
粘度変化は、約１０パーセントと約２０パーセントの間、または約２５パーセントと約３
０パーセントの間である。いくつかの実施の形態において、粘度変化は、粘度の上昇であ
る。その上、粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ２９８３にしたがって測定できる。
【００１８】
　ここに記載されたインクに適したウレタン（メタ）アクリレートは、いくつかの実施の
形態において、公知の様式で、典型的に、ヒドロキシル末端ウレタンをアクリル酸または
メタクリル酸と反応させて、対応するウレタン（メタ）アクリレートを生成することによ
り、またはイソシアネート末端プレポリマーをヒドロキシアルキルアクリレートまたはメ
タクリレートと反応させて、ウレタン（メタ）アクリレートを生成することによって、調
製できる。適切なプロセスが、とりわけ、欧州特許出願公開第１１４９８２号および同第
１３３９０８号の各明細書に開示されている。そのような（メタ）アクリレートオリゴマ
ーの重量平均分子量は、一般に、約４００から１０，０００、または約５００から７，０
００の範囲にある。ウレタン（メタ）アクリレートは、製品名ＣＮ９８０、ＣＮ９８１、
ＣＮ９７５およびＣＮ２９０１でＳＡＲＴＯＭＥＲ　Ｃｏｍｐａｎｙから、または製品名
ＢＲ－７４１でＢｏｍａｒ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ　Ｃｏ．（コネチカット州、ウィン
ステッド所在）から市販もされている。ここに記載されたいくつかの実施の形態において
、ウレタン（メタ）アクリレートオリゴマーは、ＡＳＴＭ　Ｄ２９８３にしたがう様式で
測定して、約５０℃で約１４０，０００センチポアズから約１６０，０００センチポアズ
または約５０℃で約１２５，０００センチポアズから約１７５，０００センチポアズに及
ぶ粘度を有する。ここに記載されたいくつかの実施の形態において、ウレタン（メタ）ア
クリレートオリゴマーは、ＡＳＴＭ　Ｄ２９８３にしたがう様式で測定して、約５０℃で
約１００，０００センチポアズから約２００，０００センチポアズまたは約５０℃で約１
０，０００センチポアズから約３００，０００センチポアズに及ぶ粘度を有する。
【００１９】
　いくつかの実施の形態において、重合性材料は、様々な組合せで使用できる、メタクリ
レート、ジメタクリレート、トリアクリレート、およびジアクリレートなどの低分子量材
料を１つ以上含む。いくつかの実施の形態において、例えば、重合性材料は、テトラヒド
ロフルフリルメタクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、２－フェノキ
シエチルメタクリレート、ラウリルメタクリレート、エトキシル化トリメチロールプロパ
ントリアクリレート、ポリプロピレングリコールモノメタクリレート、ポリエチレングリ
コールモノメタクリレート、シクロヘキサンジメタノールジアクリレート、およびトリデ
シルメタクリレートを１つ以上含む。
【００２０】
　いくつかの実施の形態において、重合性材料は、１，３－または１，４－ブタンジオー
ル、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール、トリプロピ
レングリコール、エトキシル化またはプロポキシル化ネオペンチルグリコール、１，４－
ジヒドロキシメチルシクロヘキサン、２，２－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）プ
ロパンまたはビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）メタン、ヒドロキノン、４，４’－
ジヒドロキシビフェニル、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、エ
トキシル化またはプロポキシル化ビスフェノールＡ、エトキシル化またはプロポキシル化
ビスフェノールＦもしくはエトキシル化またはプロポキシル化ビスフェノールＳを含む、
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脂肪族、脂環式または芳香族ジオールのジアクリレートおよび／またはジメタクリレート
エステルを含む。
【００２１】
　重合性材料は、いくつかの実施の形態において、１つ以上のトリ（メタ）アクリレート
を含む。いくつかの実施の形態において、トリ（メタ）アクリレートとしては、１，１－
トリメチロールプロパントリアクリレートまたはメタクリレート、エトキシル化またはプ
ロポキシル化１，１，１－トリメチロールプロパントリアクリレートまたはメタクリレー
ト、エトキシル化またはプロポキシル化グリセロールトリアクリレート、ペンタエリトリ
トールモノヒドロキシトリアクリレートまたはメタクリレートが挙げられる。
【００２２】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの重合性材料は、ジペンタエ
リトリトールモノヒドロキシペンタアクリレートまたはビス（トリメチロールプロパン）
テトラアクリレートなどの１つ以上の高級官能性アクリレートまたはメタクリレートを含
む。いくつかの実施の形態において、インクの（メタ）アクリレートは、約２５０から７
００に及ぶ分子量を有する。
【００２３】
　いくつかの実施の形態において、重合性材料は、アリルアクリレート、アリルメタクリ
レート、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メ
タ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート
、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－
オクチル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレートおよびｎ－ドデシル（
メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－および３－ヒド
ロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、２－
エトキシエチル（メタ）アクリレートおよび２－または３－エトキシプロピル（メタ）ア
クリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）エ
チルアクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、２－フェノキシエチルアクリレート
、グリシジルアクリレート、イソデシルアクリレート、またはそれらの組合せを含む。
【００２４】
　ここに記載されたいくつかの実施の形態において有用な重合性材料の種の非限定的例に
は以下がある：ＳＲ５０６Ａの商標名でＳＡＲＴＯＭＥＲ社から市販されているイソボル
ニルアクリレート（ＩＢＯＡ）；ＳＲ４２３Ａの商標名でＳＡＲＴＯＭＥＲ社から市販さ
れているイソボルニルメタクリレート；およびＳＲ２０５の商標名でＳＡＲＴＯＭＥＲ社
から市販されているトリエチレングリコールジメタクリレート。
【００２５】
　重合性材料は、本発明の目的に矛盾しない任意の量でここに記載されたインク中に存在
し得る。いくつかの実施の形態において、重合性材料は、インクの総質量に基づいて、約
１０質量パーセントから約９９質量パーセントに及ぶ量でインク中に存在する。重合性材
料は、いくつかの実施の形態において、インクの総質量に基づいて、約２０質量パーセン
トから約９０質量パーセント、約３０質量パーセントから約８０質量パーセント、または
約４０質量パーセントから約６０質量パーセントに及ぶ量でインク中に存在する。
【００２６】
　ここに記載されたインクは、反応性ワックスも含む。いくつかの実施の形態において、
インクは複数の反応性ワックスを含む。本発明の目的に矛盾しないどのような反応性ワッ
クスまたは反応性ワックスの組合せを使用してもよい。ここでの参照目的のために、反応
性ワックスは、重合反応などにおいて、ここに記載された重合性材料の官能基と反応でき
る官能基または化学部分を１つ以上含むワックスである。例えば、いくつかの実施の形態
において、反応性ワックスのエチレン性不飽和部分は、フリーラジカル重合または他のや
り方などにより、重合性材料のエチレン性不飽和部分と反応する。いくつかの実施の形態
において、反応性ワックスおよび重合性材料の各々は、１つ以上のアクリレートまたはメ
タクリレート部分を含む。いくつかの実施の形態において、反応性ワックスおよび重合性
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材料の各々は、１つ以上のビニル部分または１つ以上のビニルエーテル部分を含む。いく
つかの実施の形態において、反応性ワックスおよび重合性材料の各々は、ここに記載され
た複数のエチレン性不飽和部分を含む。
【００２７】
　ここに記載された反応性ワックスは、ウレタン、尿素、エステル、または炭酸エステル
結合を通じてエチレン性不飽和部分と結合した飽和アルキル部分を含む。いくつかの実施
の形態において、その結合は、ウレタンまたは尿素結合を含む。いくつかの実施の形態に
おいて、その結合はウレタン結合を含む。
【００２８】
　さらに、いくつかの実施の形態において、反応性ワックスの飽和アルキル部分は２～３
６の炭素原子を含む。この飽和アルキル部分は直鎖であっても分岐鎖であっても差し支え
ない。いくつかの実施の形態において、飽和アルキル部分は、８～３０の炭素原子、１０
～２８の炭素原子、または１０～２０の炭素原子を含む。他の実施の形態において、飽和
アルキル部分は、１２～２６の炭素原子、１４～２４の炭素原子、または１４～２０の炭
素原子を含む。いくつかの実施の形態において、飽和アルキル部分は、オクチル、ノニル
、デシル、またはウンデシル部分を含む。いくつかの実施の形態において、飽和アルキル
部分は、ドデシル、トリデシル、テトラデシル、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデ
シル、オクタデシル、ノナデシル、またはエイコシル部分を含む。
【００２９】
　さらに、いくつかの実施の形態において、反応性ワックスのエチレン性不飽和部分は３
～２２の炭素原子を含む。そのエチレン性不飽和部分は、直鎖であっても分岐鎖であって
も差し支えない。いくつかの実施の形態において、エチレン性不飽和部分は、４～２０の
炭素原子、４～１２の炭素原子、または４～８の炭素原子を含む。いくつかの実施の形態
において、エチレン性不飽和部分は６～１２の炭素原子を含む。それに加え、いくつかの
実施の形態において、ここに記載された反応性ワックスのエチレン性不飽和部分は、ビニ
ル部分またはアリル部分を含む。他の実施の形態において、反応性ワックスのエチレン性
不飽和部分は、アルキル（メタ）アクリレートを含む。アルキル（メタ）アクリレートは
、いくつかの実施の形態において、Ｃ２～Ｃ１８アルキル（メタ）アクリレートまたはＣ
２～Ｃ８アルキル（メタ）アクリレートを含む。いくつかの実施の形態において、アルキ
ル（メタ）アクリレートは、エチル、プロピル、またはブチル（メタ）アクリレートを含
む。他の実施の形態において、アルキル（メタ）アクリレートは、ペンチル、ヘキシル、
ヘプチル、オクチル、ノニル、またはデシル（メタ）アクリレートを含む。
【００３０】
　さらに、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは
、そのアルキル鎖に２～３６の炭素原子を有するアルキルイソシアネートと、そのアルキ
ル鎖に２～１８の炭素原子を有するヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートとの反応生
成物を含む。アルキルイソシアネートおよびヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートの
一方または両方のアルキル鎖は、いくつかの実施の形態において、直鎖である。他の実施
の形態において、少なくとも１つのアルキル鎖は分岐鎖である。例えば、いくつかの実施
の形態において、アルキルイソシアネートは、ドデシルイソシアネート、トリデシルイソ
シアネート、テトラデシルイソシアネート、ペンタデシルイソシアネート、ヘキサデシル
イソシアネート、ヘプタデシルイソシアネート、オクタデシルイソシアネート、ノナデシ
ルイソシアネート、エイコシルイソシアネート、またはそれらの組合せを含む。さらに、
いくつかの実施の形態において、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートのヒドロキシ
ル基は、第一級アルコールを構成する。他の実施の形態において、ヒドロキシル基は第二
級アルコールを構成する。いくつかの実施の形態において、ヒドロキシアルキル（メタ）
アクリレートは、ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルメタクリレート、ヒ
ドロキシプロピルアクリレート、ヒドロキシプロピルメタクリレート、ヒドロキシブチル
アクリレート、ヒドロキシブチルメタクリレート、またはそれらの組合せを含む。
【００３１】
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　他の実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは、そのアルキル
鎖に２～１８の炭素原子を有するイソシアナートアルキル（メタ）アクリレートと、その
アルキル鎖に４～３６の炭素原子を有する脂肪族アルコールとの反応生成物を含む。例え
ば、いくつかの実施の形態において、イソシアナートアルキル（メタ）アクリレートは、
２－イソシアナートエチルアクリレート、２－イソシアナートエチルメタクリレート、３
－イソシアナートプロピルアクリレート、３－イソシアナートプロピルメタクリレート、
４－イソシアナートブチルアクリレート、４－イソシアナートブチルメタクリレート、ま
たはそれらの組合せを含む。脂肪族アルコールは、いくつかの実施の形態において、カプ
リルアルコール、ペラルゴンアルコール、カプリンアルコール、ウンデシルアルコール、
ラウリルアルコール、トリデシルアルコール、ミリスチルアルコール、ペンタデシルアル
コール、セチルアルコール、ヘプタデシルアルコール、ステアリルアルコール、ノナデシ
ルアルコール、アラキジルアルコール、ヘンエイコシルアルコール、ベヘニルアルコール
、リグノセリルアルコール、セリルアルコール、モンタニルアルコール、またはそれらの
組合せを含む。
【００３２】
　それに加え、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワック
スは、そのアルキル鎖に２～３６の炭素原子を有するアルキルイソシアネートと、そのア
ルキル鎖に２～１８の炭素原子を有するアミノアルキル（メタ）アクリレートとの反応生
成物を含む。このアルキルイソシアネートおよびアミノアルキル（メタ）アクリレートの
一方または両方のアルキル鎖は、いくつかの実施の形態において、直鎖である。他の実施
の形態において、少なくとも１つのアルキル鎖は分岐鎖である。例えば、いくつかの実施
の形態において、アルキルイソシアネートは、ドデシルイソシアネート、トリデシルイソ
シアネート、テトラデシルイソシアネート、ペンタデシルイソシアネート、ヘキサデシル
イソシアネート、ヘプタデシルイソシアネート、オクタデシルイソシアネート、ノナデシ
ルイソシアネート、エイコシルイソシアネート、またはそれらの組合せを含む。さらに、
いくつかの実施の形態において、アミノアルキル（メタ）アクリレートのアミノ基は第一
級アミンを構成する。他の実施の形態において、アミノ基は第二級アミンを構成する。い
くつかの実施の形態において、アミノアルキル（メタ）アクリレートは、アミノエチル（
メタ）アクリレート、アミノプロピル（メタ）アクリレート、アミノブチル（メタ）アク
リレート、またはそれらの組合せを含む。
【００３３】
　他の実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは、そのアルキル
鎖に２～１８の炭素原子を有するイソシアナートアルキル（メタ）アクリレートと、その
アルキル鎖に４～３６の炭素原子を有する脂肪族アミンとの反応生成物を含む。例えば、
いくつかの実施の形態において、イソシアナートアルキル（メタ）アクリレートは、２－
イソシアナートエチルアクリレート、２－イソシアナートエチルメタクリレート、３－イ
ソシアナートプロピルアクリレート、３－イソシアナートプロピルメタクリレート、４－
イソシアナートブチルアクリレート、４－イソシアナートブチルメタクリレート、または
それらの組合せを含む。脂肪族アミンは、いくつかの実施の形態において、直鎖１－アル
キルアミンを含む。いくつかの実施の形態において、脂肪族アミンは、ヘキシルアミン、
ヘプチルアミン、オクチルアミン、ノニルアミン、デシルアミン、ウンデシルアミン、ド
デシルアミン、トリデシルアミン、テトラデシルアミン、ペンタデシルアミン、ヘキサデ
シルアミン、ヘプタデシルアミン、オクタデシルアミン、ノナデシルアミン、またはエイ
コシルアミンを含む。
【００３４】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは、式（Ｉ
）：
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【化１】

の化学種を含み、式中、ｘは０から３４の整数であり、ｙは１から１７の整数であり、Ｒ
はＨまたはＣＨ3である。いくつかの実施の形態において、ｘは８から２０または１０か
ら１６の整数である。いくつかの実施の形態において、ｙは１から６または１から４の整
数である。
【００３５】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは、式（Ｉ
Ｉ）：
【化２】

の化学種を含み、式中、ｘは０から３４の整数であり、ｙは１から１７の整数であり、Ｒ
はＨまたはＣＨ3である。いくつかの実施の形態において、ｘは８から２０または１０か
ら１６の整数である。いくつかの実施の形態において、ｙは１から６または１から４の整
数である。
【００３６】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは、式（Ｉ
ＩＩ）：
【化３】

の化学種を含み、式中、ｘは０から３４の整数であり、ｙは１から１７の整数であり、Ｒ
はＨまたはＣＨ3である。いくつかの実施の形態において、ｘは８から２０または１０か
ら１６の整数である。いくつかの実施の形態において、ｙは１から６または１から４の整
数である。
【００３７】
　さらに、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの反応性ワックスは
、３Ｄプリントシステムに適用できる幅広い温度範囲に亘る融点を有する。ここに記載さ
れたいくつかの実施の形態において有用な反応性ワックスは、本発明の目的に矛盾しない
任意の温度を中心とする融点範囲を示すことができる。いくつかの実施の形態において、
ここに記載されたインクの反応性ワックスは、約５０℃と約８０℃の間（含む）を中心と
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する融点範囲を示す。いくつかの実施の形態において、反応性ワックスは、約５５℃と約
７５℃の間、または約６０℃と約７５℃の間を中心とする融点範囲を示す。
【００３８】
　さらに、ここに記載された反応性ワックスは、いくつかの実施の形態において、両方と
も液体である場合、および／または相変化インクに使用するために設計された３Ｄプリン
トシステムなどの３Ｄプリントシステムの吐出温度において、反応性ワックスと重合性材
料が混ぜ合わされたときを含む、ここに記載された重合性材料と混ぜ合わされたときに、
均一混合物を形成する。均一混合物は、いくつかの実施の形態において、反応性ワックス
と重合性材料との間などの、複数の成分間でバルク相分離を示さないまたは実質的に示さ
ない混合物を含む。
【００３９】
　ここに記載された反応性ワックスまたは複数の反応性ワックスは、本発明の目的に矛盾
しない任意の量でここに記載されたインク中に存在してよい。ここに記載されたインク中
の反応性ワックスの量は、３Ｄプリントシステムの吐出温度、インクの所望の粘度、プリ
ント用途のためにインクに要求される機械的完全性、使用されるインクおよび／または任
意の支持材料の所望の堆積速度、硬化したインクの所望の破断伸び、硬化したインクの所
望の引張弾性率、硬化したインクの所望の引張強度、硬化したインクの所望の耐変形性、
およびそれらの組合せを含む一因または複数の要因にしたがって選択することができる。
いくつかの実施の形態において、反応性ワックスは、ここに記載されたインクの約５から
約５０質量パーセント（インクの総質量に基づく）を構成する。いくつかの実施の形態に
おいて、反応性ワックスは、前記インクの約５から約３０質量パーセント、約５から約１
５質量パーセント、または約５から約１０質量パーセントを構成する。
【００４０】
　さらに、ここに記載されたインクが複数の反応性ワックスを含む場合、その複数の反応
性ワックスは、本発明の目的に矛盾しない任意の比率で存在して差し支えない。例えば、
いくつかの実施の形態において、第１の反応性ワックスの第２の反応性ワックスに対する
質量比は、約２０：１と約１：２０の間である。いくつかの実施の形態において、その比
率は、約１０：１と約１：１０の間または約５：１と約１：５の間である。いくつかの実
施の形態において、その比率は、約１．５：１と約１：１．５の間または約１．２：１と
約１：１．２の間である。いくつかの実施の形態において、その比率は約１．０５：１と
約１：１．０５の間である。いくつかの実施の形態において、その比率は約１：１または
約１：１と約２０：１の間である。例えば、いくつかの実施の形態において、ここに記載
されたインクは、ｘが１６であり、ｙが１であり、ＲがＨである式（Ｉ）の化学種を含む
第１の反応性ワックスと、ｘが１６であり、ｙが３であり、ＲがＨである式（Ｉ）の化学
種を含む第２の反応性ワックスとを含む。ここに記載されたインク中の複数の反応性ワッ
クスの比率は、いくつかの実施の形態において、インクの所望の融点および所望の硬化時
間の１つ以上に基づいて変えることができる。
【００４１】
　ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、インクの表面の迅速硬化
を促進するおよび／または不粘着の完成部品の製造を促進する添加剤をさらに含む。本発
明の目的に矛盾しないこれらの目的のためのどのような適切な添加剤を使用してもよい。
いくつかの実施の形態において、インクの表面の迅速硬化を促進するおよび／または不粘
着の完成部品の製造を促進する添加剤は、アミン修飾オリゴマーを含む。ここに記載され
たいくつかの実施の形態において有用なアミン修飾オリゴマーの非限定的例はＥｂｅｃｒ
ｙｌ　８３であり、これは、Ｃｙｔｅｃ　Ｃｏｒｐ．社から市販されているアミン修飾ア
クリレートオリゴマーである。いくつかの実施の形態において、アミン修飾オリゴマーは
、本発明の目的に矛盾しない任意の量で存在してよい。いくつかの実施の形態において、
アミン修飾オリゴマーは、インクの総質量に基づいて、約１から約１０質量パーセントに
及ぶ量でここに記載されたインク中に存在する。いくつかの実施の形態において、アミン
修飾オリゴマーは、約３質量パーセント未満の量で存在する。
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【００４２】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、光開始剤、抑制剤、安定
剤、増感剤、およびそれらの組合せからなる群より選択される添加剤を１種類以上さらに
含む。例えば、いくつかの実施の形態において、インクは１種類以上の光開始剤をさらに
含む。本発明の目的に矛盾しないどの光開始剤も使用できる。いくつかの実施の形態にお
いて、光開始剤は、好ましくは約２５０ｎｍと約４００ｎｍの間または約３００ｎｍと約
３６５ｎｍの間の光を吸収して、フリーラジカルを生成する働きをする、アルファ－開裂
型（単分子分解プロセス）光開始剤または水素引き抜き光増感性(hydrogen abstraction 
photosensitizer)第三級アミン共力剤(synergist)を含む。
【００４３】
　アルファ開裂型光開始剤の例に、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　１８４（ＣＡＳ－９４７－１９－
３）、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９（ＣＡＳ　１１９３１３－１２－１）、およびＩｒｇａ
ｃｕｒｅ　８１９（ＣＡＳ　１６２８８１－２６－７）がある。光増感性アミンの組合せ
の例に、ジエチルアミノエチルメタクリレートとのＤａｒｏｃｕｒ　ＢＰ（ＣＡＳ　１１
９－６１－９）がある。いくつかの光開始剤の化学構造が以下に与えられている：
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【化４】

【００４４】
　いくつかの実施の形態において、適切な光開始剤としては、ベンゾイン、ベンゾインメ
チルエーテル、ベンゾイルエチルエーテルおよびベンゾイルイソプロピルエーテル、ベン
ゾインフェニルエーテルなどのベンゾインエーテルおよびベンゾインアセテートを含むベ
ンゾイン類；アセトフェノン、２，２－ジメトキシアセトフェノンおよび１，１－ジクロ
ロアセトフェノンを含むアセトフェノン類；ベンジル、ベンジルジメチルケタールおよび
ベンジルジエチルケタールなどのベンジルケタール；２－メチルアントラキノン、２－エ
チルアントラキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、１－クロロアントラキノン
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および２－アミルアントラキノンを含むアントラキノン類；トリフェニルホスフィン、ベ
ンゾイルホスフィンオキシド、例えば、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホ
スフィンオキシド（Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ）；ベンゾフェノンおよび４，４’－ビス（
Ｎ，Ｎ’－ジメチルアミノ）ベンゾフェノンなどのベンゾフェノン類；チオキサントンお
よびキサントン；アクリジン誘導体、フェナジン誘導体、キノキサリン誘導体または１－
フェニル－１，２－プロパンジオン、２－Ｏ－ベンゾイルオキシム；１－アミノフェニル
ケトンまたは１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、フェニル１－ヒドロキシイ
ソプロピルケトンおよび４－イソプロピルフェニル１－ヒドロキシイソプロピルケトンな
どの１－ヒドロキシフェニルケトン類が挙げられる。
【００４５】
　いくつかの実施の形態において、適切な光開始剤としては、アセトフェノン、２，２－
ジアルコキシベンゾフェノンおよび１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンまたは
２－ヒドロキシイソプロピルフェニルケトン（＝２－ヒドロキシ－２，２－ジメチルアセ
トフェノン）などの１－ヒドロキシフェニルケトンを含む、ＨｅＣｄレーザ放射線源への
使用に機能できるものが挙げられる。それに加え、いくつかの実施の形態において、適切
な光開始剤としては、ベンジルジメチルケタールなどのベンジルケタールを含む、Ａｒレ
ーザ放射線源への使用に機能できるものが挙げられる。いくつかの実施の形態において、
光開始剤は、α－ヒドロキシフェニルケトン、ベンジルジメチルケタールまたは２，４，
６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシドまたはそれらの混合物を含む。
【００４６】
　適切な光開始剤の別の部類は、いくつかの実施の形態において、化学線を吸収し、重合
開始のためのフリーラジカルを生成することができるイオン性染料－対イオン化合物を含
む。いくつかの実施の形態において、イオン性染料－対イオン化合物を含有するインクは
、約４００ｎｍから約７００ｎｍの調整可能な波長範囲内の可視光でより可変的に硬化さ
せることができる。イオン性染料－対イオン化合物およびそれらの機能様式が、欧州特許
出願公開第０２２３５８７号、並びに米国特許第４７５１１０２号、同第４７７２５３０
号および同第４７７２５４１号の各明細書に開示されている。
【００４７】
　光開始剤は、本発明の目的に矛盾しない任意の量で、ここに記載されたインク中に存在
して差し支えない。いくつかの実施の形態において、光開始剤は、インクの総質量に基づ
いて、約５質量パーセントまでの量でインク中に存在する。いくつかの実施の形態におい
て、光開始剤は、約０．１質量パーセントから約５質量パーセントに及ぶ量で存在する。
【００４８】
　いくつかの実施の形態において、インクは１種類以上の増感剤をさらに含む。増感剤は
、存在することもある１種類以上の光開始剤の有効性を増大させるためにインクに加える
ことができる。本発明の目的に矛盾しないどの増感剤を使用してもよい。いくつかの実施
の形態において、増感剤はイソプロピルチオキサントン（ＩＴＸ）を含む。いくつかの実
施の形態において、増感剤は２－クロロチオキサントン（ＣＴＸ）を含む。
【００４９】
　増感剤は、本発明の目的に矛盾しない任意の量でインク中に存在しても差し支えない。
いくつかの実施の形態において、増感剤は、インクの総質量に基づいて、約０．１質量パ
ーセントから約２質量パーセントに及ぶ量で存在する。増感剤は、いくつかの実施の形態
において、約０．５質量パーセントから約１質量パーセントに及ぶ量で存在する。
【００５０】
　インクは、いくつかの実施の形態において、１種類以上の重合抑制剤または安定剤をさ
らに含む。重合抑制剤は、組成物に追加の熱安定性を与えるためにインクに加えることが
できる。本発明の目的に矛盾しないどの重合抑制剤を使用してもよい。いくつかの実施の
形態において、重合抑制剤はメトキシヒドロキノン（ＭＥＨＱ）を含む。安定剤は、いく
つかの実施の形態において、１種類以上の酸化防止剤を含む。安定剤は、本発明の目的に
矛盾しないどのような酸化防止剤を含んでも差し支えない。いくつかの実施の形態におい
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て、例えば、適切な酸化防止剤としては、ブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）を含む
様々なアリール化合物が挙げられ、これは、ここに記載されたいくつかの実施の形態にお
いて重合抑制剤としても使用できる。
【００５１】
　重合抑制剤および／または安定剤は、本発明の目的に矛盾しない任意の量でインク中に
存在して差し支えない。いくつかの実施の形態において、重合抑制剤は、インクの総質量
に基づいて、約０．１質量パーセントから約２質量パーセントに及ぶ量で存在する。重合
抑制剤は、いくつかの実施の形態において、約０．５質量パーセントから約１質量パーセ
ントに及ぶ量で存在する。いくつかの実施の形態において、安定剤は、約０．１質量パー
セントから約５質量パーセントまたは約０．５質量パーセントから約４質量パーセントに
及ぶ量でインク中に存在する。いくつかの実施の形態において、安定剤は、約１質量パー
セントから約３質量パーセントに及ぶ量で存在する。
【００５２】
　ここに記載されたインクは、非反応性ワックスを含まないまたは実質的に含まない。こ
こに参照目的のために、非反応性ワックスは、重合または架橋反応においてここに記載さ
れた重合性材料の官能基と反応できる官能基または化学部分を含まないワックスである。
例えば、いくつかの実施の形態において、非反応性ワックスは、ビニル部分または（メタ
）アクリレート部分などの、エチレン性不飽和部分を含まないワックスである。いくつか
の実施の形態において、非反応性ワックスは蓄熱相変化（ＳＰＣ）ワックスを含む。非反
応性ワックスの非限定的例としては、水素添加ワックス、パラフィン蝋、ミクロクリスタ
リンワックス、脂肪酸エステルワックスまたはそれらの混合物などの炭化水素ワックスが
挙げられる。非反応性ワックスの他の例としては、ウレタンワックスが挙げられる。いく
つかの実施の形態において、非反応性ウレタンワックスは、化学式Ｃ18Ｈ37ＮＲＣＯＯＣ

nＨ(2n+1)を有する不活性直鎖ウレタンワックスの部類の一員であり、式中、ｎは４から
１６の整数であり、ＲはＨまたはＣ１～Ｃ２０アルキルである。いくつかの実施の形態に
おいて、ＲはＨである。いくつかの実施の形態において、ＲはＣ１～Ｃ６アルキルである
。いくつかの実施の形態において、ＲはＣ１～Ｃ１０アルキルである。いくつかの実施の
形態において、ＲはＣ１～Ｃ２０アルキルである。追加の非反応性ウレタンワックスとし
ては、ＡＤＳ０３８［カルバミン酸１－ドデシル－Ｎ－オクタデシル：ＣＨ3（ＣＨ2）17

ＮＨＣＯＯ（ＣＨ2）11ＣＨ3］ワックスおよび／またはＡＤＳ０４３［カルバミン酸１－
ヘキサデシル－Ｎ－オクタデシル：ＣＨ3（ＣＨ2）17ＮＨＣＯＯ（ＣＨ2）15ＣＨ3］ワッ
クスが挙げられる。
【００５３】
　いくつかの実施の形態において、非反応性ワックスを含まないまたは実質的に含まない
、ここに記載されたインクは、約５質量パーセント未満しか非反応性ワックスを含まない
（インクの総質量に基づいて）。いくつかの実施の形態において、非反応性ワックスを含
まないまたは実質的に含まないインクは、非反応性ワックスを約３質量パーセント未満し
か、または非反応性ワックスを約１質量パーセント未満しか含まない。いくつかの実施の
形態において、非反応性ワックスを含まないまたは実質的に含まないインクは、非反応性
ワックスを約０．５質量パーセント未満しか、または非反応性ワックスを約０．１質量パ
ーセント未満しか含まない。いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは
、非反応性ワックスをどのような検出可能な量でも含まないおよび／またはどのような意
図的に加えられた非反応性ワックスを含まない。
【００５４】
　ここに記載されたインクは、様々な所望の性質を示すことができる。例えば、ここに記
載されたインクは、本発明の目的に矛盾しないどのような凝固点、融点、および／または
他の相転移温度も有し得る。いくつかの実施の形態において、インクは、いくつかの３Ｄ
プリントシステムに使用する温度に矛盾しない凝固点および融点を有する。いくつかの実
施の形態において、インクの凝固点は約４０℃より高い。いくつかの実施の形態において
、例えば、インクは、約４５℃から約５５℃に及ぶ温度範囲を中心とする凝固点を有する
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。いくつかの実施の形態において、インクは、約５０℃から約８０℃に及ぶ温度範囲を中
心とする融点を有する。インクは、いくつかの実施の形態において、約５０℃から約６５
℃に及ぶ融点を有する。
【００５５】
　いくつかの実施の形態において、インクは、約２５℃と約５５℃の間で相変化を示し、
ここで、その相変化は、必ずしも、インクの凝固点または融点には関連付けられない。い
くつかの実施の形態において、相変化は、液体から半固体の相変化である。他の実施の形
態において、相変化は液体から固体の相変化である。ここに記載されたインクの相変化は
、いくつかの実施の形態において、約３０℃と約５０℃の間、約３５℃と約４５℃の間、
または約４０℃未満で生じる。
【００５６】
　ここに記載されたいくつかの実施の形態において、インクは、急な凝固点または他の相
転移を示す。いくつかの実施の形態において、インクは、狭い温度範囲で凝固する。いく
つかの実施の形態において、インクは、約１℃から約１０℃の温度範囲で凝固する。いく
つかの実施の形態において、インクは、約１℃から約８℃の温度範囲で凝固する。いくつ
かの実施の形態において、インクは、約１℃から約５℃の温度範囲で凝固する。いくつか
の実施の形態において、急な凝固点を有するインクは、Ｘ±２．５℃の温度範囲で凝固し
、ここで、Ｘは、凝固点の中心の温度（例えば、Ｘ＝６５℃）である。
【００５７】
　その上、ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、３Ｄプリントシ
ステムにおいて遭遇する吐出温度で流体である。さらに、いくつかの実施の形態において
、インクは、三次元プリントされた物品または物体の製造中に表面に一度堆積されると、
固化する。あるいは、他の実施の形態において、インクは、表面に堆積された際に、実質
的に流体のままである。インクの固化は、いくつかの実施の形態において、凝固などのイ
ンクの相変化により生じる。相変化は、いくつかの実施の形態において、液体から固体の
相変化、または液体から半固体の相変化を含む。いくつかの実施の形態において、インク
の固化は、下記にさらに説明するように、低粘度状態から高粘度状態への粘度の上昇など
の、粘度の上昇を含む。
【００５８】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、１種類以上の３Ｄプリン
トシステムの要件およびパラメータに合致する粘度プロファイルを有する。いくつかの実
施の形態において、例えば、ここに記載されたインクは、ＡＳＴＭ基準Ｄ２９８３にした
がって測定して（例えば、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　Ｍｏｄｅｌ　ＤＶ－ＩＩ＋Ｖｉｓｃｏ
ｍｅｔｅｒを使用して）、約８０℃の温度で、約８．０センチポアズ（ｃＰ）から約１４
．０ｃＰに及ぶ粘度を有する。いくつかの実施の形態において、インクは、約８０℃の温
度で約９．５ｃＰから約１２．５ｃＰに及ぶ粘度を有する。インクは、いくつかの実施の
形態において、約８０℃の温度で約１０．５ｃＰから約１２．５ｃＰに及ぶ粘度を有する
。いくつかの実施の形態において、インクは、約８５～８７℃の温度で約８．０ｃＰから
約１０．０ｃＰに及ぶ粘度を有する。
【００５９】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、ＡＳＴＭ基準Ｄ２９８３
にしたがって測定して、約６５℃の温度で、約８．０ｃＰから約１９．０ｃＰに及ぶ粘度
を有する。いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、約６５℃の温度
で、約８．０ｃＰから約１３．５ｃＰに及ぶ粘度を有する。インクは、いくつかの実施の
形態において、約６５℃の温度で、約１１．０ｃＰから約１４．０ｃＰに及ぶ粘度を有す
る。いくつかの実施の形態において、インクは、約６５℃の温度で、約１１．５ｃＰから
約１３．５ｃＰ、または約１２．０ｃＰから約１３．０ｃＰに及ぶ粘度を有する。
【００６０】
　さらに、ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、１つ以上の所望
の特徴の組合せを示す。いくつかの実施の形態において、例えば、非硬化状態にあるイン
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クは、以下の性質の１つ以上を有する：
　１．約５０℃から約８０℃の融点；
　２．７０～９５℃での約８から約１６ｃＰの吐出粘度；
　３．吐出温度での少なくとも３日間の熱安定性。粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ２９８３にした
がって測定できる（例えば、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　Ｍｏｄｅｌ　ＤＶ－ＩＩ＋Ｖｉｓｃ
ｏｍｅｔｅｒを使用して）。それに加え、ここでの参照目的のために、熱安定性材料は、
所定の期間（例えば、３日間）の始めと終わりで所定の温度（例えば、８５℃の吐出温度
）で測定した場合、その所定の期間に亘り約３５パーセント以下しか粘度変化を示さない
。いくつかの実施の形態において、粘度変化は、約３０パーセント以下または約２０パー
セント以下である。いくつかの実施の形態において、粘度変化は、約１０パーセントと約
２０パーセントの間、または約２５パーセントと約３０パーセントの間である。さらに、
いくつかの実施の形態において、粘度変化は、粘度の上昇である。
【００６１】
　さらに、硬化状態にある、ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において
、１つ以上の所望の性質を示すことができる。硬化状態にあるインクは、いくつかの実施
の形態において、少なくとも部分的に重合したおよび／または架橋した重合性材料を含む
インクを含む。例えば、いくつかの実施の形態において、硬化したインクは、少なくとも
約１０％重合または架橋しているか、もしくは少なくとも約３０％重合または架橋してい
る。いくつかの実施の形態において、硬化したインクは、少なくとも約５０％、少なくと
も約７０％、少なくとも約８０％、または少なくとも約９０％重合または架橋している。
いくつかの実施の形態において、硬化したインクは、約１０％と約９９％の間、重合また
は架橋している。
【００６２】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、硬化状態において以下の
性質の１つ以上を有し得る：
　１．少なくとも約３５ＭＰａの引張強度（ＡＳＴＭ　Ｄ６３８により測定して）；
　２．少なくとも約１３００ＭＰａの引張弾性率（ＡＳＴＭ　Ｄ６３８により測定して）
；
　３．少なくとも約５％の破断伸び（ＡＳＴＭ　Ｄ６３８により測定して）；
　４．少なくとも約４０のショアＤ硬度（ＡＳＴＭ　Ｄ２２４０により測定して）；
　５．少なくとも約０．２ｆｔ・ｌｂ／ｉｎ（１０．７Ｎ・ｃｍ／ｃｍ）の衝撃強度（ノ
ッチ付きアイゾット、ＡＳＴＭ　Ｄ２５６により測定して）；
　６．少なくとも約１０ＭＰａの曲げ強度（ＡＳＴＭ　Ｄ６３８により測定して）；
　７．少なくとも約１７ＭＰａの曲げ弾性率（ＡＳＴＭ　Ｄ７９２により測定して）。
【００６３】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、硬化したときに、ＡＳＴ
Ｍ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約１３００ＭＰａから約２８００ＭＰａの引張弾性
率を示す。いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクは、硬化したときに
、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約１５００ＭＰａから約２０００ＭＰａ、
約２０００ＭＰａから約２８００ＭＰａ、または約２３００ＭＰａから約２８００ＭＰａ
の引張弾性率を示す。
【００６４】
　いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にし
たがって測定して、約５％から約４０％の破断伸びを示す。いくつかの実施の形態におい
て、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約１５％か
ら約３０％または約２０％から約４０％の破断伸びを示す。いくつかの実施の形態におい
て、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約２５％か
ら約４０％または約３０％から約４０％の破断伸びを示す。
【００６５】
　いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にし
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たがって測定して、約３５～５５ＭＰａの引張強度を示す。いくつかの実施の形態におい
て、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約４０～５
０ＭＰａの引張強度を示す。いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに
、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約４５～５０ＭＰａの引張強度を示す。
【００６６】
　いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに、ここに記載された複数の
機械的性質を示す。例えば、いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに
、ここに記載された引張弾性率と、ここに記載された破断伸びの両方を示す。いくつかの
実施の形態において、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定
して、約１３００ＭＰａから約２８００ＭＰａの引張弾性率と、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にし
たがって測定して、約５％から約４０％の破断伸びを示す。いくつかの実施の形態におい
て、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、約２４００
ＭＰａから約２８００ＭＰａの引張弾性率と、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して
、約２５％から約４０％の破断伸びを示す。
【００６７】
　ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、高温で望ましい性質も示
すことができる。いくつかの実施の形態において、例えば、インクは、硬化したときに、
ＡＳＴＭ　Ｄ６４８にしたがって試験して、約５０℃から約１２０℃に及ぶ熱撓み温度（
ＨＤＴ）を示す。いくつかの実施の形態において、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ
　Ｄ６４８にしたがって試験して、約７０℃から約１００℃に及ぶＨＤＴを示す。いくつ
かの実施の形態において、インクは、硬化したときに、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８にしたがって
試験して、約８０℃から約１２０℃または約１０５℃から約１２０℃に及ぶＨＤＴを示す
。
【００６８】
　ここに記載されたインクは、いくつかの実施の形態において、本発明の目的に矛盾しな
いどのような様式で製造することができる。いくつかの実施の形態において、ここに記載
されたインクは、インクの全成分を反応槽に入れ、結果として生じた混合物を、撹拌しな
がら、約７５℃から約８５℃に及ぶ温度に加熱することによって生成される。この加熱と
撹拌は、混合物を実質的に均一な溶融状態を達成するまで続けられる。この溶融混合物を
、流動性状態にある間に濾過して、吐出を妨げるかもしれない、どのような大きい望まし
くない粒子も除去する。次いで、濾過した混合物を、インクジェットプリンター内で加熱
されるまで、周囲温度に冷却する。
【００６９】
　ＩＩ．　３Ｄプリント物品を構成する組成物
　別の態様において、３Ｄプリントシステム物品または物体を構成する組成物がここに記
載されている。いくつかの実施の形態において、組成物は、インクからなる三次元プリン
ト物品を構成し、そのインクは、重合性材料と、ウレタン、尿素、エステル、または炭酸
エステル結合を通じてエチレン性不飽和アルキル部分と結合した飽和アルキル部分を含む
反応性ワックスとを含み、このインクは、非反応性ワックスを含まないまたは実質的に含
まない。このインクの重合性材料および反応性ワックスは、同じ材料ではなく、それどこ
ろか、インクの別個の成分である。先のセクションＩに記載されたどのインクを使用して
もよい。例えば、ここに記載された組成物のインクは、本発明の目的に矛盾しない、ここ
に記載された重合性材料、反応性ワックス、および／または他の添加剤のどの組合せを含
んでも差し支えない。いくつかの実施の形態において、例えば、インクの重合性材料は（
メタ）アクリレートの１つ以上の種を含み、反応性ワックスはアルキル（メタ）アクリレ
ート部分を含む。さらに、いくつかの実施の形態において、反応性ワックスの結合は、ウ
レタンまたは尿素結合を含む。
【００７０】
　その上、いくつかの実施の形態において、ここに記載された組成物のインクの反応性ワ
ックスは、そのアルキル鎖に２～３６の炭素原子を有するアルキルイソシアネートと、そ
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のアルキル鎖に２～１８の炭素原子を有するヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートと
の反応生成物を含む。あるいは、他の実施の形態において、反応性ワックスは、そのアル
キル鎖に２～１８の炭素原子を有するイソシアナートアルキル（メタ）アクリレートと、
そのアルキル鎖に４～３６の炭素原子を有する脂肪族アルコールとの反応生成物を含む。
いくつかの実施の形態において、ここに記載された組成物のインクの反応性ワックスは、
先のセクションＩに記載された式（Ｉ）の化学種を含む。いくつかの実施の形態において
、反応性ワックスは、先のセクションＩに記載された式（ＩＩ）および／または式（ＩＩ
Ｉ）の化学種を含む。いくつかの実施の形態において、ここに記載された組成物のインク
の反応性ワックスは、約５０℃と約８０℃の間を中心とする融点範囲を示す。
【００７１】
　したがって、いくつかの実施の形態において、物品は、重合性材料と、ウレタン、尿素
、エステル、または炭酸エステル結合を通じてエチレン性不飽和アルキル部分と結合した
飽和アルキル部分を含む反応性ワックスとを含み、非反応性ワックスを含まないまたは実
質的に含まないインクを含む、ここに記載されたインクを硬化させることによって得るこ
とができる。さらに、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクを硬化す
ることによって得られる物品は、以下の性質の１つ以上を示す：
　１．ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、２３００ＭＰａから２８００ＭＰａま
たは２４００ＭＰａから２８００ＭＰａの引張弾性；
　２．ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって測定して、２５％から４０％の破断伸び；
　３．ＡＳＴＭ　Ｄ６４８にしたがって試験して、約１０５℃から約１２０℃に及ぶ熱撓
み温度。
【００７２】
　それに加え、いくつかの実施の形態において、ここに記載された組成物の３Ｄプリント
物品は、支持材料をさらに含む。３Ｄプリント過程中に少なくともインクの一層を支持す
るために、支持材料を使用することができる。いくつかの実施の形態において、ここに記
載された３Ｄプリント物品はインクの複数の層を含み、このインクの層は、コンピュータ
可読フォーマットのデータにしたがって堆積される。いくつかの実施の形態において、イ
ンクの堆積された層の少なくとも１つは支持材料によって支持されている。いくつかの実
施の形態において、その支持材料は、３Ｄプリント物品または物体の製造を完了するため
に、取り外し可能である。いくつかの実施の形態において、その支持材料は、水溶性およ
び／または水分散性である、および／または温水を含む水を施すことによって除去できる
。温水は、いくつかの実施の形態において、７０℃以上または８０℃以上などの、インク
またはインクの成分の融点より高い温度の水を含む。いくつかの実施の形態において、温
水は、約６５℃と約９０℃の間、約７０℃と約８５℃の間、または約８０℃と約９０℃の
間の温度の水を含む。
【００７３】
　さらに、いくつかの実施の形態において、ここに記載された組成物の３Ｄプリント物品
は、色安定性を示す。色安定性３Ｄプリント物品は、いくつかの実施の形態において、加
熱されたとき、および／または温水を含む水に曝露されたとき、白色の表面残留物または
白色の表面外観を生じない、または実質的に生じない。加熱は、いくつかの実施の形態に
おいて、プリント物品を、インクのワックスなどの、プリント物品のインクの成分の融点
よりも高い温度に加熱する工程を含む。いくつかの実施の形態において、加熱は、プリン
ト物品を、７０℃以上または８０℃以上に加熱する工程を含む。いくつかの実施の形態に
おいて、加熱は、プリント物品を、約７０℃と約１００℃の間、約８０℃と約１００℃の
間、約８５℃と約１００℃の間、または約６５℃と約９０℃の間の温度に加熱する工程を
含む。いくつかの実施の形態において、色安定性３Ｄプリント物品は、３ヶ月まで、６ヶ
月まで、１年まで、または２年までに亘り、周囲条件下で経年変化させたときに、白色の
表面残留物または白色の表面外観を生じない、または実質的に生じない。いくつかの実施
の形態において、３Ｄプリント物品は、３ヶ月から１年に亘り、周囲条件下で経年変化さ
せたときに、白色の表面残留物または白色の表面外観を生じない、または実質的に生じな
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い。いくつかの実施の形態において、３Ｄプリント物品は、２年超に亘り、周囲条件下で
経年変化させたときに、白色の表面残留物または白色の表面外観を生じない、または実質
的に生じない。
【００７４】
　ＩＩＩ．　３Ｄ物品をプリントする方法
　別の態様において、３Ｄ物品または物体をプリントする方法がここに開示されている。
いくつかの実施の形態において、三次元物品をプリントする方法は、流体インクであって
、重合性材料と、ウレタン、尿素、エステル、または炭酸エステル結合を通じてエチレン
性不飽和アルキル部分と結合した飽和アルキル部分を含む反応性ワックスとを含み、非反
応性ワックスを含まないまたは実質的に含まない流体インクの層を選択的に堆積させて、
基体上に三次元物品を形成する工程を有してなる。このインクの重合性材料および反応性
ワックスは、同じ材料ではなく、それどころか、インクの別個の成分である。先のセクシ
ョンＩに記載されたどのインクを使用してもよい。
【００７５】
　いくつかの実施の形態において、前記インクの層は、コンピュータ可読フォーマットの
三次元物品の画像にしたがって堆積される。いくつかの実施の形態において、インクは、
事前選択されたコンピュータ支援設計（ＣＡＤ）のパラメータにしたがって堆積される。
【００７６】
　いくつかの実施の形態において、３Ｄ物品をプリントする方法は、インクの層の少なく
とも一層を支持材料で支持する工程をさらに含む。本発明の目的に矛盾しないどのような
支持材料を使用してもよい。いくつかの実施の形態において、支持材料は水溶性または水
分散性である。さらに、いくつかの実施の形態において、ここに記載されたインクの使用
により、水溶性または水分散性の支持材料を、プリントされた部品上に白色残留物または
白色を生じずに、硬化したインクから温水を使用して除去することができる。温水は、い
くつかの実施の形態において、７０℃以上または８０℃以上などの、インクまたはインク
の成分の融点より高い温度の水を含む。いくつかの実施の形態において、温水は、約６５
℃と約９０℃の間、約７０℃と約８５℃の間、または約８０℃と約９０℃の間の水を含む
。
【００７７】
　いくつかの実施の形態において、３Ｄ物品をプリントする方法は、インクを硬化させる
工程をさらに含む。いくつかの実施の形態において、３Ｄ物品をプリントする方法は、イ
ンクに、インクを硬化させるのに十分な波長と強度の電磁放射線を施す工程をさらに含み
、その硬化は、インクの１つ以上の成分の１つ以上の重合性官能基を重合させる工程を含
み得る。３Ｄ物品をプリントするいくつかの実施の形態において、堆積されたインクの層
は、インクの別の層または隣接する層の堆積の前に硬化される。このように、いくつかの
実施の形態において、先のセクションＩＩに記載された物品などの物品は、ここに記載さ
れた方法によって得ることができる。
【００７８】
　いくつかの実施の形態において、ここに記載された事前選択された量が、適切な温度に
加熱され、適切なインクジェットプリンターのプリントヘッドまたは複数のプリントヘッ
ドを通して吐出されて、プリント槽内のプリントパッド上に層を形成する。いくつかの実
施の形態において、インクの各層は、事前選択されたＣＡＤパラメータにしたがって堆積
される。いくつかの実施の形態において、インクを堆積させるための適切なプリントヘッ
ドは、オレゴン州、ウィルソンビル所在のＸｅｒｏｘ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎのＯｆｆ
ｉｃｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｕｎｉｔから得られる圧電式Ｚ８５０プ
リントヘッドである。ここに記載されたインクおよび支持材料の堆積のための追加の適切
なプリントヘッドは、様々なインクジェットプリント装置の製造業者から市販されている
。いくつかの実施の形態において、例えば、Ｘｅｒｏｘ社から得られるＴａｉｐａｎプリ
ントヘッドまたはＲｉｃｏｈ社のプリントヘッドも使用してよい。
【００７９】
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　ここに記載されたインクを含む３Ｄ物品をプリントする方法を含むいくつかの実施の形
態において、前記インクは、堆積された際に実質的に流体のままである。他の実施の形態
において、前記インクは、堆積の際に相変化を示す、および／または堆積の際に固化する
。いくつかの実施の形態において、プリント環境の温度は、吐出されたインクの液滴が、
受容面と接触した際に固化するように制御することができる。他の実施の形態において、
吐出されたインクの液滴は、受容面と接触した際に固化せず、実質的に流体の状態のまま
である。いくつかの実施の形態において、各層が堆積された後、堆積された材料は、次の
層が堆積される前に、平坦化され、電磁（例えば、ＵＶ）放射線により硬化される。必要
に応じて、平坦化と硬化の前に、いくつかの層を堆積させても差し支えない、または多数
の層を堆積させ、硬化させ、その後、一層以上を堆積させ、次いで、硬化させずに平坦化
させても差し支えない。平坦化は、分配された材料を平らにして、過剰な材料を除去し、
プリンターの支持台上に均一で滑らかな露出面または平らな上向き面を形成することによ
って、材料を硬化させる前に１つ以上の層の厚さを修正する。いくつかの実施の形態にお
いて、平坦化は、１つ以上のプリント方向に逆回転するが、１つ以上のプリント方向には
逆回転しないことがある、ローラなどの掃引装置により行われる。いくつかの実施の形態
において、その掃引装置は、ローラと、そのローラから過剰の材料を除去するワイパーと
を含む。いくつかの実施の形態において、その掃引装置は加熱される。硬化前の、ここに
記載された吐出済みインクの粘稠度は、いくつかの実施の形態において、形状を維持する
のに十分であるが、平坦化装置からの過剰な粘性抵抗に曝されてはならないことに留意す
べきである。
【００８０】
　さらに、支持材料は、いくつかの実施の形態において、インクについてここに記載され
た様式に矛盾しない様式で堆積させることができる。支持材料は、例えば、支持材料がイ
ンクの１つ以上の層に隣接するまたは連続するように、事前選択されたＣＡＤパラメータ
にしたがって堆積させることができる。支持材料の吐出された液滴は、いくつかの実施の
形態において、受容面との接触の際に固化するすなわち凝固する。いくつかの実施の形態
において、堆積した支持材料に平坦化も行われる。
【００８１】
　インクおよび支持材料の層状堆積は、３Ｄ物品が形成されるまで繰り返すことができる
。いくつかの実施の形態において、３Ｄ物品をプリントする方法は、インクから支持材料
を除去する工程をさらに含む。その支持材料は、本発明の目的に矛盾しないどのような様
式で除去しても差し支えない。いくつかの実施の形態において、支持材料は、ここに記載
されたように、温水を施して、支持材料を溶解させるおよび／または分散させることによ
って除去される。
【実施例】
【００８２】
　ここに記載されたいくつかの実施の形態を、以下の非限定的実施例によって、さらに説
明する。
【００８３】
　　　　　　　　　　　　　　　　　実施例１
　　　　　　　　　　　　　　　　反応性ワックス
　ここに記載された１つの実施の形態によるインクに使用するための反応性ワックスを以
下のように調製した。オクタデシルイソシアネート（２９５．５０グラム、Ｓｉｇｍａ－
Ａｌｄｒｉｃｈ社）およびヒドロキシブチルアクリレート（１４４．１７グラム、ＢＡＳ
Ｆ社）を反応槽に装填し、撹拌しながら、７５℃と８５℃の間に加熱した。この反応を、
撹拌しながら、７～８時間に亘りこの温度で継続した。結果として得られた反応性ワック
スは、６３～６５℃の融点を有する固体であった。
【００８４】
　　　　　　　　　　　　　　　　　実施例２
　　　　　　　　　　　　　　　　反応性ワックス
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　ここに記載された１つの実施の形態によるインクに使用するための反応性ワックスを以
下のように調製した。オクタデシルイソシアネート（２９５．５０グラム、Ｓｉｇｍａ－
Ａｌｄｒｉｃｈ社）およびヒドロキシエチルメタクリレート（１３０．１４グラム、Ｓｉ
ｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ社）を反応槽に装填し、撹拌しながら、７５℃と８５℃の間に加
熱した。この反応を、撹拌しながら、７～８時間に亘りこの温度で継続した。結果として
得られた反応性ワックスは、７３～７５℃の融点を有する固体であった。
【００８５】
　　　　　　　　　　　　　　　　　実施例３
　　　　　　　　　　　　　　　　　インク
　ここに記載された１つの実施の形態によるインクを、表１の配合にしたがって提供した
。表１の質量パーセントは、インクの総質量に基づく。
【表１】

【００８６】
　重合性材料（８６．８８グラム）、反応性ワックス（９．３６グラム）、光開始剤（３
．８９グラム）、および抑制剤（０．０７グラム）を、機械式撹拌装置および加熱ユニッ
トを備えた容器に装填した。次いで、この混合物を約８０～９０℃に加熱した。混合物を
溶融した後、撹拌を開始し、混合物を８０～９０℃で約１～２時間に亘り混ぜ合わせた。
次いで、液体を１マイクロメートルのフィルタで濾過して、固体粒子を除去した。表１に
提供されたインクは、８５℃の温度で１０ｃＰの粘度を有した（Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　
Ｍｏｄｅｌ　ＤＶ－ＩＩ＋Ｖｉｓｃｏｍｅｔｅｒで測定）。
【００８７】
　結果として得られたインクを、Ｘｅｒｏｘ　Ｚ８５０プリントヘッドを使用して、３Ｄ
　Ｓｙｓｔｅｍｓ社からの「ＰｒｏＪｅｔ」３０００　Ｓｙｓｔｅｍにより約６５℃～６
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８℃で吐出して、三次元部品を形成した。硬化したインクは、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にした
がって試験したときの、１８９９ＭＰａの引張弾性率、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって
試験したときの、７％の破断伸び、およびＡＳＴＭ　Ｄ６３８にしたがって試験したとき
の、４７．９５ＭＰａの引張強度を示した。
【００８８】
　ここに挙げられた全ての特許文献は、引用により全てが含まれる。本発明の様々な実施
の形態を、本発明の様々な目的の遂行において記載してきた。これらの実施の形態は、本
発明の原理の単なる説明であることが認識されよう。本発明の精神および範囲から逸脱せ
ずに、その様々な改変および適用が当業者に容易に明白であろう。
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